
議案第２号　広島圏都市計画地区計画の変更について
　(第一種低層住居専用地区)
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(１)本地区計画の内容について
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N

凡例

地区計画区域
（変更地区）

地区計画区域
（削除地区）
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議案集14ページ参照

位置図



地区計画の目標 

　本地区は、宅地開発事業等の施行により、道路、公園等の地区施設及び宅地が

整備され、既に住宅等が建築されている区域と、住宅等と小規模な農地が混在す

る区域で構成され、既存の良好な住居の環境を有する低層住宅地の環境の保護及

び今後の良好な低層住宅地の形成を図る地域である。このため、地区計画を定め

ることにより、住居環境の悪化を未然に防止し、緑豊かで良好な住環境を形成、

保持することを目標とする。 

土地利用の方針 緑豊かで良好な住環境の形成を図る。 

建築物等の整備 
の方針 

　 地区計画の目標及び土地利用の方針に基づき、次のような建築物等に関する規

制を行う。 

  １　良好な住環境の保護と形成を図るため、「建築物の延べ面積の敷地面積に対

する割合の最高限度」及び「建築物の建築面積の敷地面積に対する割合の最高限

度」を定める。 

　２　緑化を推進するため「かき・さくの構造」を定める。 

区域の整備・開発及び保全に関する方針

当初決定理由

居住環境の悪化を未然に防止し、秩序ある市街地を計画的に誘導しつつ，緑豊かで潤いのある良好
な居住環境の形成を図る。
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建ぺい率(％)＝
建築面積(Ａ)

敷地面積(Ｃ)

容 積 率   (％)＝
延べ床面積(Ａ+Ｂ)

敷地面積(Ｃ)

緩和できる場合

３ｍ以下の場合（柱の中心線等で計測）

５㎡以下の場合　（Ａ+Ｂ≦５㎡）

165㎡（50坪）未満৉
ય
ତ
૟
ੑ
઺
भ
৔
ઍ

敷地境界線（道路境界・隣地境界）から
1ｍ以上の壁面後退をする場合
垣又は柵の構造は、生け垣、鉄柵、
ブロック積み等で、地盤面からの
高さを1.2ｍ以下（生け垣は対象
外）＋緑化 

敷地境界線から1ｍ以上の壁面後退
をしない場合　※１

建蔽率 容積率

５０％ １００％

建蔽率 容積率

４０％ ８０％

条件1（敷地面積）

165㎡（50坪）以上

条件2（壁面後退等）

※１：民法に規定する敷地境界線から50センチ以上　
　　　の距離は保たなければならない。
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(2)本地区計画の変更内容について
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議案集19～20ページ参照

計画書（新旧対照表）

⇒今回の変更は、地区計画の区域の変更のみであり、地区計画の目標や土地利用の方針、地区整備計画
　等の内容を変更するものではない。
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議案集13ページ参照

　逆線引きの取組により市街
化区域から市街化調整区域へ
編入する区域について、本地
区計画からも除外

　近年の住宅価格や地価の上
昇等による建築動向の変化に
対応するため、本地区計画区
域の内、佐方地区について、
本地区計画から除外

変更理由①

変更理由②

今回の変更理由



①広島圏域都市計画マスタープラン
(令和３年３月)【県策定】

　主要な都市計画の決定方針 
➢市街化区域内の災害リスクの高い区域については、安全な暮らしを確
保していくために、土砂災害特別警戒区域などの指定状況と農業などの
土地利用状況を考慮し、立地適正化計画における位置付けや各種災害へ
の対策状況などを踏まえつつ、市街化調整区域へ編入することを基本的
な考え方とし、市町と連携の上、居住者等の合意形成を図りながら、段
階的な市街化調整区域への編入を推進します。特に、市街化区域の低未
利用地における土砂災害特別警戒区域については、災害リスクの将来的
な変化を見据えつつ、速やかに市街化調整区域への編入を推進します。

②廿日市市都市計画マスタープラン
(平成30年３月)【市策定】

   都市づくりの基本方針 

➢人口減少・超高齢社会の中で、快適な市民生活を確保し、活力ある都
市活動を促進するため、集約型の都市計画の視点に立って均衡のとれた
都市の形成をめざします。
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～変更理由①～

上位計画



『市街化区域』から『市街化調整区域』へ見直しを行うこと

市街化区域

市街化調整区域

：優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域

：市街化を抑制すべき区域

　市街化区域内の災害リスクの高い区域(土砂災害特別警戒区域)を対象
に市街化調整区域への見直しを行うことで安全な地域への居住の誘導を
図ります

区域区分線
（市街化区域と市街化調整区域の境界線）

逆線引き
の目的
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～変更理由①～

逆線引きの取組



• 概ね一世代の期間である50年後には、災害リスクの高い区域に居住する人が
    ほとんどいない状況を目指す。

災害リスクの高い区域内の居住状況

５０年後の
目指す姿

災害リスクの高い区域において土地利用規制　　（新築や建替えなどが抑
制）が十分に機能し、災害リスクの高い区域に居住する人が概ねいない。

概ね２０年後 市街化区域内の土砂災害特別警戒区域において、逆線引きが概ね完了
し、災害リスクの高い区域において新規居住者がほぼいない。

現在 市街化を促進する区域内において、災害リスクの高い土砂災害警戒特別
区域が多く含まれており、土地利用規制が十分に機能していない。
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～変更理由①～

逆線引きの取組目標



• 対象箇所（レッドゾーン）が多数あることから、段階的に進めるととし、まずは市街
地の広がりを防ぐ観点から、市街化区域縁辺部の未利用地（建物なし）から先行的に
実施する。
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～変更理由①～

逆線引きの取組方針



第60回廿日市市都市計画審議会
第３号議案　広島圏都市計画区域区分の変更

申出者なしのため、
開催されず

12月25日12月9日～12月23日

公告・案縦覧
意見書提出

廿日市市都市計画
審議会

都市計画
変更告示

３月下旬（予定）２月5日実施

広島県都市計画
審議会公聴会
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～変更理由①～

前回の都市計画審議会で諮った区域区分の変更との関係

《現在、国と協議を実施中》
国と協議完了後、告示予定

　本議案の地区計画の区域は、前回審議していただいた区域区分の
変更と関連するものであり、区域区分の都市計画変更の告示に合わ
せ、地区計画の都市計画変更の告示を行う必要がある。
　変更理由②の調整に時間を要したことにより、前回の都市計画審
議会で諮る事ができなかった。



番号 変更前 変更後

6-1 第一種低層住居専用地域 第一種中高層住居専用地域

6-2 第一種低層住居専用地域 第一種中高層住居専用地域

6-3 第一種低層住居専用地域 用途指定なし

6-4 第一種中高層住居専用地域 用途指定なし

・用途地域の変更

・地区計画の変更
地区計画名 変更前 変更後

第一種低層住居専用地区 区域内 除外（約3.5ha）

（現用途地域が第一種低層住居専用地域）

・区域区分の変更
変更前 変更後

市街化区域 市街化調整区域

航空写真

レッド区域等指定状況図

用途地域新旧対照図
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～変更理由①～ 変更箇所



・廿日市市都市計画マスタープラン
　(平成30年３月)【市策定】

   都市づくりの基本方針 

 ➢市街地における快適な住環境と効率的な都市機能を確

保していくためには、土地の有効・高度利用と良質な宅地
供給を図ることが不可欠であり、都市再生の視点から、計
画的な土地利用を誘導する必要がある。
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～変更理由②～

上位計画



佐方地区
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～変更理由②～

地区計画の区域内における佐方地区の位置



　佐方地区周辺は、大きな造成事業等に合わせた道路交通網の整備が進んでおり、利便性の向上や交
通の円滑化等が図られつつある。
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～変更理由②～

佐方地区周辺における近年の動向



高齢化率（沿岸部・令和2（2020）年・メッシュ） 高齢化率（沿岸部・令和27（2045）・メッシュ）
資料：国土技術政策総合研究所「将来人口・世帯予測ツールV2」を用いた推計結果を基に作成

佐方地区

　高齢化率は市域全体で今後も増加予想であり、子育て世代が増加傾向にある佐方地区も同様の状況。
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～変更理由②～

佐方地区周辺における近年の動向



住宅地の方向性

高齢化の更なる進行、空家の増加・・・

コミュニティの低下
市街地の低密度化による生活サービス機能（診療所、商業施設など）の低下

このままでは・・・

空家の有効活用
子育て世代等の居住の促進
定住の促進　　など 

都 市 計 画 の 観 点 に お け る 取 組 の 一 つ と し て

利便性が向上している佐方地区においても、さまざまな取組が必要

不動産の流動性の向上を目的とした都市計画の制限の見直し 　 
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～変更理由②～

佐方地区周辺における近年の動向



　（資料）消費者物価：「消費者物価指数」（総務省）

　　　　　建設工事費：「建設工事費デフレーター」（国土交通省）[＊令和３・４年度は暫定値]

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 令和元 2 3 4
建設工事費（住宅総合） 88.7 89.2 90.1 90.8 92.6 94.8 97.3 94 93.8 95.1 94.2 97.0 100.2 100.0 100.3 102.1 105.1 107.4 107.3 115.1 122.1
消費者物価（総合指数） 98.1 97.8 97.8 97.4 97.7 97.8 98.9 98 96.8 96.5 96.4 96.7 99.3 100.0 99.8 100.2 101.2 101.8 101.8 101.5 104.07

建設工事費　平成27年度=100  

消費者物価　平成27年=100   

近年の建設工事費と消費者物価の推移
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～変更理由②～



近年の佐方地区とその周辺地区の地価推移

坪あたり

～変更理由②～
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敷地面積165㎡未満：
敷地面積130㎡未満：
※上記のうち　　　　は、
　 直近10年間程度建築確認

①既存の
狭小敷地

②敷地分割

②新たな
宅地造成

現況敷地面積

～変更理由②～
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地区計画による建蔽率（規模）の制限～敷地面積165㎡以下は建蔽率40％～

不動産の流動性に対する阻害要因

～変更理由②～
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⇒近年の物価高等の影響を踏まえ、不動産の流動性を高めるためにも、小さい敷地であっても、
計画できる建築規模に柔軟性を与えることが必要であると考える。



緩和範囲

地区計画の区域から佐方地区を除外するこ
とによって建蔽率容積率の上限を上げます。

→近年の建築動向に対応することに
よって不動産の流動性を高めます。

本地区計画による対応

～変更理由②～

佐方地区を本地区計画
から除外(約24.4ha)
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※１：民法に規定する敷地境界線から50センチ以上の距離は保たなければならない。

変更後の建蔽率、容積率

～変更理由②～
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斜線制限の話
用途制限の話

→地区計画の制限を除外したとしても、用途地域の制限があり、一定の住環境は守られると考えております。

変更に伴う住環境の保全の考え

～変更理由②～
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（3）都市計画変更のスケジュールについて
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（3）都市計画変更のスケジュールについて

地元説明会

11月15日 2月25日12月5日～12月19日

公告・原案縦覧
意見書提出

廿日市市都市計画
審議会

都市計画
変更告示

3月下旬（予定）

公告・案縦覧
意見書提出

2月3日～2月17日

《公告後、２週間縦覧》
縦覧者0名、意見書なし

《公告後、２週間縦覧
　　　１週間意見受付》
　縦覧者1名、意見書なし

《地元説明会》
　参加者11名
・主な質疑
→道路に関する質疑

区域区分の変更（県
決定）に合わせ、
地区計画を変更



ご清聴ありがとうございました。
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